
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

282,000 282,000 282,000 846,000 299,000 299,000 897,000 299,000 299,000 299,000 299,000 1,196,000 2,939,000

282,000 284,000 290,000 856,000 356,000 655,000 0 1,511,000

156,680 216,818 134,113 507,611 138,710 0 646,321

282,000 282,000 282,000 846,000 299,000 299,000 897,000 299,000 299,000 299,000 299,000 1,196,000 2,939,000

282,000 284,000 290,000 856,000 356,000 0 655,000 0 0 0 0 0 1,511,000

156,680 216,818 134,113 507,611 0 0 138,710 0 0 0 0 0 646,321

目的
(何のために実施する
のか）

啓発看板等の交通安全施設を整備することにより、交通事故に対する注意を喚起し、市民の交通安全意識の高揚を図
り、交通事故の防止を図る。

交通事故が発生した現場や発生が危惧される箇所に啓発看板や交通安全旗等を設置し、維持管理は関係団体等で行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

道路利用者 交通事故に対する注意を喚起する機会を拡大することで、交通事故の抑止につなげる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 交通安全施設整備事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－4－1 市民生活課生活交通係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

自動車保有台数の増加等に伴い交通事故が増加していたことから、交通事故防止対策として啓発看板等の施設整備を行ってきた。
行政改革により平成20年度から委託料を５％削減している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 299,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 299,000

予算計上額 299,000

予算計上額 299,000

実　績　額 138,710

実　績　額 138,710

事業費予算の
内容

交通安全施設等
整備委託料
282千円
（カーブミラー
更新等作成及び
設置、啓発看板
作成等）

交通安全施設等
整備委託料
284千円
（カーブミラー
更新等作成及び
設置、啓発看板
作成等）

交通安全施設等
整備委託料
290千円
（カーブミラー
更新等作成及び
設置、啓発看板
作成等）

交通安全施設等
整備委託料
299千円
（カーブミラー
更新等作成及び
設置、啓発看板
作成等）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

カーブミラー更
新等作成及び設
置委託料を減額

カーブミラー更
新等作成及び設
置委託料を増額

カーブミラー更
新等作成及び設
置委託料を増額

カーブミラー更
新等作成及び設
置委託料を増額

カーブミラー更
新等作成及び設
置委託料を増額

交通安全施設等
整備委託料
356千円
（カーブミラー
更新等作成及び
設置、啓発看板
作成等）

実績との比較
（増減理由）

主に啓発看板の
作成枚数が減っ
たため減額。
3月補正
△125千円

主に啓発看板の
作成枚数が減っ
たため減額。

主に啓発看板の
作成枚数が減っ
たため減額。

主に啓発看板の
作成枚数が減っ
たため減額。
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【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 215 215 215 203 203 203 203 203 203

実績値 209 203 186

計画値 28 26 24 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減

実績値 14 26 33

達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、交通安
全旗の設置数を
減らしたことが
主な原因と考え
られる。
成果指数である
交通事故発生件
数は計画値を下
回ることができ
たが、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるため、今
後も啓発看板等
の設置を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、交通安
全旗の設置箇所
の見直しにより
減らしたことが
主な原因と考え
られる。
成果指数である
交通事故発生件
数は計画値と同
数となったが、
市のみの取り組
みで計画値に近
づけることは難
しい側面もある
ため、今後も啓
発看板等の設置
を継続し、交通
事故の抑止につ
なげる。

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、交通安
全旗の設置箇所
の見直しにより
減らしたことが
主な原因と考え
られる。
成果指数である
交通事故発生件
数は計画値を上
回ったが、市の
みの取り組みで
計画値に近づけ
ることは難しい
側面もあるた
め、今後も啓発
看板等の設置を
継続し、交通事
故の抑止につな
げる。

判断理由：
達成度、成果と
もに指標の動向
から上記の判断
とした。効率性
は、事業費、事
業内容に大きな
変動がないため
「変わらない」
とした。これら
をトータルし
て、総合評価は
「良好である」
と考える。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：啓発看板・交通安全旗設置数 指標の求め方：設置数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：交通事故発生件数 指標の求め方：交通事故発生件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

203

187

成果指標１
（単位/件）

漸減

30

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、交通安
全旗の設置箇所
の見直しにより
減らしたことが
主な原因と考え
られる。
成果指標につい
ては、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるため、今
後も啓発看板等
の設置を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
自己分析欄に記載のとおり、市のみの取り組みで成果を上げる（交
通事故発生件数を減らす）ことは難しい側面もあるが、成果指標が
計画値以下、計画値と同じとなったことがあることから、本事業は
現状のまま継続することとしたい。一方、R3年に市内で1件の死亡事
故が発生したことから、今後も関係機関・関係団体・市民と連携
し、飲酒運転撲滅も含めた総合的な交通安全対策を進める必要があ
ると考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

8,144,000 8,144,000 8,144,000 24,432,000 9,004,000 9,004,000 27,012,000 9,004,000 9,004,000 9,004,000 9,004,000 36,016,000 87,460,000

8,144,000 8,014,000 8,176,000 24,334,000 9,150,000 18,154,000 0 42,488,000

7,199,000 8,014,000 8,176,000 23,389,000 9,004,000 0 32,393,000

8,144,000 8,144,000 8,144,000 24,432,000 9,004,000 9,004,000 27,012,000 9,004,000 9,004,000 9,004,000 9,004,000 36,016,000 87,460,000

8,144,000 8,014,000 8,176,000 24,334,000 9,150,000 0 18,154,000 0 0 0 0 0 42,488,000

7,199,000 8,014,000 8,176,000 23,389,000 0 0 9,004,000 0 0 0 0 0 32,393,000

目的
(何のために実施する
のか）

各団体の実施する交通安全事業が円滑に実施されるよう支援し、交通事故の防止につなげる。 各団体に運営費の一部を交付する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市交通安全推進委員会、砂川市交通安全指導員会、砂川市交通安全協会の３団体 各団体の活動（啓発活動等）が円滑に行われることにより、市民の交通安全意識の高揚などが図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 交通安全団体支援事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－4－1 市民生活課生活交通係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

交通安全事業が円滑に実施されるよう、各団体がそれぞれに活動を展開している。
行政改革により、平成17年度から交通安全協会交付金を10％削減、また、平成20年度から交通安全推進委員会及び交通安全協会交付金を10％削減している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 9,004,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 9,004,000

予算計上額 9,004,000

予算計上額 9,004,000

実　績　額 9,004,000

実　績　額 9,004,000

事業費予算の
内容

交通安全推進委
員会6,739千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会6,609千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会6,771千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会7,599千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

交通安全推進委
員会交付金につ
いて、飲酒運転
撲滅事業費分を
増額。

交通安全推進委
員会について、
期末手当引き下
げに伴う減額

交通安全推進委
員会について、
報酬額改定に伴
う増額

交通安全推進委
員会について、
報酬額改定に伴
う増額

交通安全推進委
員会について、
報酬額改定に伴
う増額

交通安全推進委
員会7,745千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止の観点から、
飲酒運転撲滅集
会を中止したた
め、交付金を減
額。
3月補正
△945千円

同額 同額 同額
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【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 88.4 100.0 100.0

計画値 330 330 330 330 330 330 330 330 330

実績値 300 323 341

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止の観点から、
対象団体の啓発
活動等が中止と
なったものもあ
るが、本事業を
実施したことに
より市民の交通
安全意識の高揚
に寄与したと考
える。

自己分析：
本事業を実施し
たことにより市
民の交通安全意
識の高揚に寄与
したと考える。

自己分析：
本事業を実施し
たことにより市
民の交通安全意
識の高揚に寄与
したと考える。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止の観点から、
対象団体の啓発
活動等が中止と
なったものもあ
り、上記の判断
とした。効率性
は事業費や事業
内容に大きな変
動がないため
「変わらない」
とした。これら
の評価を総合的
に勘案して、総
合評価は「良好
である」と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付率 指標の求め方：交付金額/事業予算

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：活動実績 指標の求め方：活動日数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

100.0

100.0

成果指標１
（単位/日）

330

337

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
本事業を実施し
たことにより市
民の交通安全意
識の高揚に寄与
したと考える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
本事業の総合評価は「良好である」こと、また、対象の３団体に
とって本事業による交付金なしでは現状の活動が困難であることか
ら、現状のまま継続すべきと考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

交通ルールの遵守や交通マナーの実践が主体的に行われるよう、交通安全意識の高揚を図る。
市民や関係機関・団体等と連携して、旗の波街頭啓発やパトライト街頭啓発等をはじめ、通学路、生活道路、市街地の
幹線道路等における立哨指導や新入学児童交通安全教室、小学校における青空教室、老人クラブでの交通安全教室など
を実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民 各種啓発活動や街頭啓発を実施し、年齢層に応じた指導を行うことで交通事故の防止及び抑制につながる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 交通安全啓発事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－4－1 市民生活課生活交通係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

市民や関係機関・団体による交通安全を守るための取り組みは、様々な形で連綿と継続されてきた。
こうした各界の取り組みにより、道内における交通事故死者数はピーク時（昭和46年889名）の約1/5程度まで減少している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 2,952 2,952 2,952 2,195 2,195 2,195 2,195 2,195 2,195

実績値 1,728 2,195 2,311

計画値 28 26 24 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減

実績値 14 26 33

ほぼ達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、新型コ
ロナウイルスの
影響が主な原因
と考えられる。
成果指標である
交通事故発生件
数は計画値を下
回ることができ
たが、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるので、今
後も啓発活動や
街頭指導を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、新型コ
ロナウイルスの
影響が主な原因
と考えられる。
成果指数である
交通事故発生件
数は計画値と同
数となったが、
市のみの取り組
みで計画値に近
づけることは難
しい側面もある
ので、今後も啓
発活動や街頭指
導を継続し、交
通事故の抑止に
つなげる。

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たが、新型コロ
ナウイルスの影
響により減少し
た参加者は回復
傾向にあると考
えられる。
成果指数である
交通事故発生件
数は計画値を上
回ったが、市の
みの取り組みで
計画値に近づけ
ることは難しい
側面もあるの
で、今後も啓発
活動や街頭指導
を継続し、交通
事故の抑止につ
なげる。

判断理由：
達成度、成果と
もに指標の動向
から上記の判断
とした。効率性
は従前より事業
費がないため
「変わらない」
とした。これら
の評価をトータ
ルして、総合評
価は「良好であ
る」と考える。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交通安全啓発活動参加者数 指標の求め方：参加者延べ人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：交通事故発生件数 指標の求め方：交通事故発生件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人
(延)）

2,195

2,204

成果指標１
（単位/件）

漸減

30

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標が、前
年度より減少し
た主な要因は、
春の全国交通安
全運動期間中に
計画していた啓
発活動が雨天に
より中止となっ
たためと考えら
れる。
成果指数につい
ては、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるので、今
後も啓発活動や
街頭指導を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
自己分析欄に記載のとおり、市のみの取り組みで成果を上げる（交
通事故発生件数を減らす）ことは難しい側面もあるが、成果指標が
計画値以下、計画値と同じとなったことがあることから、本事業は
現状のまま継続することとしたい。一方、R3年に市内で1件の死亡事
故が発生したことから、今後も関係機関・関係団体・市民と連携
し、飲酒運転撲滅も含めた総合的な交通安全対策を進める必要があ
ると考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,456,000 1,564,000 1,456,000 4,476,000 1,384,000 1,276,000 3,936,000 1,276,000 1,384,000 1,276,000 1,276,000 5,212,000 13,624,000

1,456,000 1,599,000 1,456,000 4,511,000 1,170,000 2,446,000 0 6,957,000

984,600 1,041,200 954,900 2,980,700 988,100 0 3,968,800

1,456,000 1,564,000 1,456,000 4,476,000 1,384,000 1,276,000 3,936,000 1,276,000 1,384,000 1,276,000 1,276,000 5,212,000 13,624,000

1,456,000 1,599,000 1,456,000 4,511,000 1,170,000 0 2,446,000 0 0 0 0 0 6,957,000

984,600 1,041,200 954,900 2,980,700 0 0 988,100 0 0 0 0 0 3,968,800

目的
(何のために実施する
のか）

運転に不安のある市民の運転免許証の自主返納を促進し、交通事故の減少を図る。
すべての種類の運転免許証を自主返納した市民に対し、市内の事業者等が発行する商品券等の支援品及び予約型乗合タ
クシー補助券を交付する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

運転免許を保有している市民と、その家族。 運転免許証を自主的に返納しやすい環境づくりを推進することにより、交通事故の減少が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 運転免許証自主返納サポート事業 平成29年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－4－1 市民生活課生活交通係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

近年、全国の交通死亡事故が年々減少しているのに対し、高齢者人口の増加等を背景として、75歳以上の運転者による交通死亡事故は横ばいとなっている。今後も75歳以上の免許保有者が増加するなかで、高齢運転者対策は喫緊の課題となっ
ている。
砂川市においても、交通事故の第一当事者のうち65歳以上の占める割合は年々高くなっている。今後、高齢化が進行していくなかで、運転に不安のある市民の運転免許証の自主返納を促進するきっかけとして、自主返納した市民に支援品を進
呈することで、交通事故の減少につなげる本事業を、平成29年度から開始した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,276,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 1,276,000

予算計上額 1,276,000

予算計上額 1,276,000

実　績　額 988,100

実　績　額 988,100

事業費予算の
内容

支援品 1,120千
円
予約型乗合タク
シー利用補助金
336千円

支援品 1,120千
円
消耗品(夜光反
射材)　143千円
予約型乗合タク
シー利用補助金
336千円

支援品 1,120千
円
予約型乗合タク
シー利用補助金
336千円

支援品 1,000千
円
予約型乗合タク
シー利用補助金
336千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

返納者数が増加
すると見込んだ
ため

消耗品費(夜光
反射材)を増額

消耗品費(夜光
反射材)を削除

支援品を減額 支援品、予約型
乗合タクシー利
用補助金を減額

支援品 900千円
予約型乗合タク
シー利用補助金
270千円

実績との比較
（増減理由）

当初予定してい
た返納者数を下
回ったため

当初予定してい
た返納者数を下
回ったため

当初予定してい
た返納者数を下
回ったため

当初予定してい
た返納者数を下
回ったため

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 50 50 50 50 50 50 50 50 50

実績値 90 82 85

計画値 28 26 24 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減

実績値 14 26 33

達成されている

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
活動指標が計画
値を上回った主
な要因は、砂川
警察庁舎が運転
免許証返納者に
対して本事業を
周知したためと
考える。
成果指標につい
ては、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるが、今後
も他の事務事業
と連携し、交通
事故の抑止につ
なげる。

自己分析：
活動指標が計画
値を上回った主
な要因は、砂川
警察庁舎が運転
免許証返納者に
対して本事業を
周知したためと
考える。
成果指標につい
ては、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるが、今後
も他の事務事業
と連携し、交通
事故の抑止につ
なげる。

自己分析：
活動指標が計画
値を上回った主
な要因は、砂川
警察庁舎が運転
免許証返納者に
対して本事業を
周知したためと
考える。
成果指標につい
ては、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるが、今後
も他の事務事業
と連携し、交通
事故の抑止につ
なげる。

判断理由：
達成度、成果と
もに指標の動向
から上記の判断
とした。効率性
は、事業費、事
業内容に大きな
変動がないため
「変わらない」
とした。これら
をトータルし
て、総合評価は
「普通である」
と考える。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：支援品交付者数 指標の求め方：支援品交付者数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：交通事故発生件数 指標の求め方：交通事故発生件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

50

81

成果指標１
（単位/件）

漸減

30

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標が計画
値を上回った主
な要因は、砂川
警察庁舎が運転
免許証返納者に
対して本事業を
周知したためと
考える。
成果指標につい
ては、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるが、今後
も他の事務事業
と連携し、交通
事故の抑止につ
なげる。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
自己分析欄に記載のとおり、市のみの取り組みで成果を上げる（交
通事故発生件数を減らす）ことは難しい側面もあるが、成果指標が
計画値以下、計画値と同じとなったことがあることから、本事業は
現状のまま継続することとしたい。一方、R3年に市内で1件の死亡事
故が発生したことから、今後も関係機関・関係団体・市民と連携
し、飲酒運転撲滅も含めた総合的な交通安全対策を進める必要があ
ると考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－ － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

43,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 43,000 43,000 172,000 430,000

43,000 43,000 43,000 129,000 43,000 86,000 0 215,000

0 0 0 0 0 0 0

43,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 43,000 43,000 172,000 430,000

43,000 43,000 43,000 129,000 43,000 0 86,000 0 0 0 0 0 215,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

目的
(何のために実施する
のか）

市と市民が協力して犯罪、事故等を防止し、安全で住みよい地域社会の実現を図る。

従前より防犯活動を実践してきた砂川市防犯協会や砂川地区暴力追放運動推進協議会等に加え、自治会を中心とした自
主的な安全活動を促進するため生活安全モデル地域を指定し、生活安全計画の円滑な実施のための援助、指導等を行
う。
また、犯罪、事故等の状況の把握、分析等を行うため生活安全推進委員会を設置し、環境整備の推進等総合的な生活安
全対策を協議する

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内に住所を有する者及び市内に滞在する者並びに市内に所在する土地、建物、商店、営業所等の所有者及び管理者
市民の安全意識の啓発、自治会を中心とした自主的な活動の促進、安全確保に必要な環境整備の推進等、総合的な生活
安全対策を実施することにより、安全で住みよい地域社会の実現が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 生活安全推進事業 平成12年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－4－2 市民生活課生活交通係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成15年から生活安全モデル地域を指定しており、平成30年度に指定をした自治会で８箇所目である。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 43,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 43,000

予算計上額 43,000

予算計上額 43,000

実　績　額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

生活安全推進委
員報酬(委員長
5,500円×1人、
委員4,800円×7
人)、費用弁償
300円×8人

生活安全推進委
員報酬(委員長
5,500円×1人、
委員4,800円×7
人)、費用弁償
300円×8人

生活安全推進委
員報酬(委員長
5,500円×1人、
委員4,800円×7
人)、費用弁償
300円×8人

生活安全推進委
員報酬(委員長
5,500円×1人、
委員4,800円×7
人)、費用弁償
300円×8人

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

生活安全推進委
員報酬(委員長
5,500円×1人、
委員4,800円×7
人)、費用弁償
300円×8人

実績との比較
（増減理由）

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染
拡大防止の観点か
ら、生活安全推進
委員会を書面会議
としたことによる
減

生活安全推進委
員会を開催して
いないため減

生活安全推進委
員会を開催して
いないため減

生活安全推進委
員会を開催して
いないため減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 11 11 11 11 11 11 11 11 11

実績値 11 11 11

計画値 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減

実績値 54 43 46

達成されている

少し上がっている

あまり上がってい
ない

総合評価 普通である

自己分析：
成果指標である
犯罪発生件数
は、粗暴犯が前
年度よりも増加
したため、前年
度の件数よりや
や増加した。
今後も生活安全
モデル地域の指
定などを行って
防犯意識を高
め、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
成果指標である
犯罪発生件数
は、前年度の件
数より減少し
た。
今後も生活安全
モデル地域の指
定などを行って
防犯意識を高
め、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
成果指標である
犯罪発生件数
は、粗暴犯が前
年度よりも増加
したため、前年
度の件数よりや
や増加した。
今後も生活安全
モデル地域の指
定などを行って
防犯意識を高
め、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

判断理由：
事業の達成度が
計画値を満たし
ているが、成果
指標である犯罪
発生件数は減少
していることや
効率性が変わら
ないことを総合
的に勘案して、
総合評価は普通
とした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：生活安全モデル地域等団体数 指標の求め方：地域指定団体等延べ数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：犯罪発生件数 指標の求め方：犯罪発生件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/団体）

11

11

成果指標１
（単位/件）

漸減

45

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
成果指標である
犯罪発生件数は
窃盗犯が増加し
たが、粗暴犯は
減少したため、
前年度の件数よ
り微減となっ
た。
今後も生活安全
モデル地域の指
定などを行って
防犯意識を高
め、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
犯罪発生件数を減らしていくためには、本事業だけではなく、警察
をはじめとする関係機関や防犯協会などの関係団体、さらに自治会
や市民と連携・協力していく必要があり、市民の安全意識の啓発、
自治会を中心とした自主的な活動の促進等、安全で住みよい地域社
会の実現のため、引き続き本事業を継続すべきと考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－ － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 330,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 66,000 0 165,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 0 132,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 330,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 0 66,000 0 0 0 0 0 165,000

33,000 33,000 33,000 99,000 0 0 33,000 0 0 0 0 0 132,000

目的
(何のために実施する
のか）

市民の防犯意識の高揚を図り、安全・安心な社会を築く。 砂川市防犯協会に運営費の一部を補助する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市防犯協会 砂川市防犯協会が実施する街頭啓発（啓発物の配布等）などの事業が円滑に行われ、犯罪の防止及び抑制につながる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 防犯協会支援事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－4－2 市民生活課生活交通係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

市民が一体となり防犯思想の普及を図り、安心して市民生活が送れる社会の実現を図るための啓発活動等を実施している。
行政改革により平成17年度と平成20年度から、それぞれ補助金を10％削減している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 33,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 33,000

予算計上額 33,000

予算計上額 33,000

実　績　額 33,000

実　績　額 33,000

事業費予算の
内容

運営費の一部補
助

運営費の一部補
助

運営費の一部補
助

運営費の一部補
助

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

運営費の一部補
助

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 4.8 4.8 4.8 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0

実績値 4.9 5.0 5.1

計画値 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減 漸減

実績値 54 43 46

達成されている

少し上がっている

上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値をほ
ぼ満たしてい
る。
成果指標である
犯罪発生件数
は、粗暴犯が前
年度よりも増加
したため、前年
度の件数よりや
や増加した。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施
し、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値をほ
ぼ満たしてい
る。
成果指標である
犯罪発生件数
は、前年度の件
数より減少し
た。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施
し、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値をほ
ぼ満たしてい
る。
成果指標である
犯罪発生件数
は、粗暴犯が前
年度よりも増加
したため、前年
度の件数よりや
や増加した。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施
し、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

判断理由：
活動指標である
補助率は計画値
を満たしてお
り、事業は達成
されている。ま
た、成果指標で
ある犯罪発生件
数も減少傾向に
あり、計画値を
満たしている。
これらを総合的
に評価して、良
好であると判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：市からの補助率 指標の求め方：補助金額／事業予算

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：犯罪発生件数 指標の求め方：犯罪発生件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

5.0

5.3

成果指標１
（単位/件）

漸減

45

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標の実績
は、会員戸数の
減少により会費
が減少傾向にあ
り、相対的に補
助率が増加し、
計画値より増加
している。
成果指標である
犯罪発生件数は
窃盗犯が増加し
たが、粗暴犯は
減少したため、
前年度の件数よ
り微減となっ
た。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施
し、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
市民の防犯意識の高揚を図り、安心安全な社会を築くために、周知
活動や街頭啓発などの事業を行い、犯罪を抑止することが必要であ
り、継続すべき事業と考える。
今後も、警察をはじめとする関係機関・団体、自治会や市民と連
携・協力して、より効果的な啓発手段を検討し、犯罪の抑止を図っ
ていく必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－ － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

3,989,000 3,989,000 3,989,000 11,967,000 4,447,000 4,447,000 13,341,000 4,447,000 4,447,000 4,447,000 4,447,000 17,788,000 43,096,000

3,989,000 3,807,000 4,167,000 11,963,000 4,385,000 8,832,000 0 20,795,000

3,593,900 4,513,220 4,291,440 12,398,560 4,627,950 0 17,026,510

3,989,000 3,989,000 3,989,000 11,967,000 4,447,000 4,447,000 13,341,000 4,447,000 4,447,000 4,447,000 4,447,000 17,788,000 43,096,000

3,989,000 3,807,000 4,167,000 11,963,000 4,385,000 0 8,832,000 0 0 0 0 0 20,795,000

3,593,900 4,513,220 4,291,440 12,398,560 0 0 4,627,950 0 0 0 0 0 17,026,510

目的
(何のために実施する
のか）

夜間における視認性を確保し、治安の維持及び交通安全につなげる。
防犯灯設置費補助申請書、防犯灯維持費補助申請書により補助申請のあった団体に対し、設置費（50％以内）及び維持
費（80％以内）を補助する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

防犯灯を設置及び維持する団体 犯罪や交通事故の発生が危惧される夜間の道路において、防犯灯が設置・維持され、市民の安全が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 防犯灯設置・維持費助成事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－4－2 市民生活課生活交通係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

地域の安全性を高め、誰もが安心して暮らせる生活環境を整備するため、地域と連携を図り、防犯・交通安全意識の高揚と活動の推進を図ってきた。
行政改革では、平成17年度より維持費補助を100％以内から80％以内に変更、さらに平成20年度から設置費補助について上限額を設定した。
従来の水銀灯等より電気料を軽減できるＬＥＤ等の導入を推進するため、平成24年度から設置費の補助率をＬＥＤ灯に限って90％に改正。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 4,447,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 4,447,000

予算計上額 4,447,000

予算計上額 4,447,000

実　績　額 4,627,950

実　績　額 4,627,950

事業費予算の
内容

設置費補助
203千円
維持費補助
3,786千円

設置費補助
251千円
維持費補助
3,556千円

設置費補助
114千円
維持費補助
4,053千円

設置費補助
308千円
維持費補助
4,139千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

防犯灯設置灯数
の増

設置費は灯具取
替えによる増、
維持費は北電に
よる電気料金値
下げによる減。

設置費は灯具取
替数の減、維持
費は北電による
電気料金値上げ
による増。

設置費は灯具取
替えによる増、
維持費は北電に
よる電気料金値
上げによる増。

設置費は灯具取
替数の減、維持
費は北電による
電気料金値上げ
による増。

設置費補助
109千円
維持費補助
4,276千円

実績との比較
（増減理由）

主に、防犯灯設
置数が予算時点
より減ったこと
による減。
3月補正
△394千円

主に、電気料金
の値上げによる
増。
3月補正
746千円

主に、電気料金
の値上げによる
増。
3月補正
126千円

主に、電気料金
の値上げによる
増。
3月補正
182千円

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 87 87 87 87 87 87 87 87 87

実績値 87 87 87

計画値 1,624 1,624 1,624 1,624 1,624 1,624 1,624 1,624 1,624

実績値 1,626 1,641 1,627

達成されている

上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
活動指標と成果
指標が計画値を
上回ったのは、
主にH25年度の
LED防犯灯整備
事業により新た
な団体が防犯灯
を維持管理する
ことになったた
めである。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。

自己分析：
成果指標が計画
値を上回ったの
は、町内会で必
要な場所へ新た
に設置したこと
により、設置数
が増加したため
である。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。

自己分析：
成果指標が計画
値を上回ったの
は、町内会で必
要な場所へ新た
に設置したこと
により、設置数
が増加したため
である。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。

判断理由：
達成度は計画値
を上回っている
ため「達成され
ている」、成果
は左記の自己分
析から「上がっ
ている」、効率
性は補助率等か
ら「変わらな
い」と判断し
た。これらを総
合的に評価し
て、良好である
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：維持費補助申請団体数 指標の求め方：団体数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：維持費補助対象防犯灯数 指標の求め方：防犯灯数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/団体）

87

87

成果指標１
（単位/灯）

1,624

1,633

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
成果指標が計画
値を上回ったの
は、町内会で必
要な場所へ新た
に設置したこと
により、設置数
が増加したため
である。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
町内会等が新たに設置する防犯灯が減少し、設置費補助金は減額し
ている。維持費補助金については、北電による電気料金の値上げ、
値下げによる変動が大きいが、LED防犯灯にしたことにより町内会が
負担する電気料金は軽減されている。
今後も本事業を継続し犯罪や交通事故の抑止に寄与していきたいと
考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

市民相談は市の基本的な行政サービスとして継続されてきた。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

市民の相談に対して解決の手助けをする。 電話、面接等による市民の相談に対し、助言及び相談機関の紹介を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民 助言及び相談機関の紹介を行うことにより、問題解決に向けた相談窓口となっている。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 市民相談事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－4－3 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 30 30 30 30 30 30 30 30 30

実績値 26 46 33

計画値 30 30 30 30 30 30 30 30 30

実績値 26 46 33

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
前年度と比較し
て両指標は減少
しているが、コ
ロナ禍により相
談者が減少した
ものと思われ
る。分野別に見
ると際立った傾
向や特徴は無
く、バラつきの
範囲内と考えら
れる。
両指標が計画値
を下回っている
が、事業目的を
達成していると
考える。

自己分析：
前年度と比較し
て両指標は増加
しているが、分
野別に見ると際
立った傾向や特
徴は無く、バラ
つきの範囲内と
考えられる。
両指標が計画値
を上回ってお
り、事業目的を
達成していると
考える。

自己分析：
前年度と比較し
て両指標は減少
しているが、分
野別に見ると主
に消費者関係の
相談となってお
り、他の分野の
相談がなかった
ことは、無料法
律相談事業が活
用されているこ
とや市役所庁舎
新築により相談
先窓口が明確に
なったことが考
えられる。
両指標が計画値
を上回ってお
り、事業目的を
達成していると
考える。

判断理由：
活動指標・成果
指標ともに計画
値を上回ってい
ることから、事
業の達成度や成
果、総合評価は
良好であるとし
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
前年度と比較し
て両指標は減少
しているが、分
野別に見ると主
に消費者関係の
相談となってお
り、他の分野の
相談がなかった
ことは、無料法
律相談事業が活
用されているこ
とや市役所庁舎
新築により相談
先窓口が明確に
なったことが考
えられる。
両指標が計画値
を下回っている
が、事業目的を
達成していると
考える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
本事業は市が実施する基本的な行政サービスであり、市民が抱える
問題の解決に向けた一助となっている。総合評価が高い事業である
ことから、現状のまま継続すべきと考える。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

30

27

成果指標１
（単位/件）

30

27

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：相談受理件数 指標の求め方：相談受理件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：相談受理件数 指標の求め方：相談受理件数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

480,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 480,000 480,000 1,920,000 4,800,000

480,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 960,000 0 2,400,000

280,000 480,000 480,000 1,240,000 480,000 0 1,720,000

480,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 480,000 480,000 1,920,000 4,800,000

480,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 0 960,000 0 0 0 0 0 2,400,000

280,000 480,000 480,000 1,240,000 0 0 480,000 0 0 0 0 0 1,720,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイルス
感染拡大防止の観点
から、本事業を中止
したことによる減。
3月補正
△200千円

同額 同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

実　績　額 480,000

事業費予算の
内容

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

事 業 費 合 計 計　画　額 480,000

予算計上額 480,000

予算計上額 480,000

実　績　額 480,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 480,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

日常の相談業務については職員が対応しているが、法律的な問題を抱える市民には無料法律相談の利用を勧めるか関係機関を紹介している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

法律的な問題を抱える市民に対し弁護士に相談する機会を提供し、問題解決を図る。
札幌弁護士会に依頼し（覚書を締結）、年間12回（毎月１回）の無料相談を実施。相談場所は市役所市民相談室とし、
相談時間は１件につき約30分。午後１時から午後４時までで、事前予約制で実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民 弁護士に相談し直接助言を受けることにより、問題解決が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 弁護士相談事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－4－3 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 12 12 12 12 12 12 12 12 12

実績値 7 12 12

計画値 56.9 56.9 56.9 56.9 56.9 56.9 56.9 56.9 56.9

実績値 50.0 79.2 69.4

達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止の観点から本
事業を中止した
ことにより、活
動指標、成果指
標ともに計画値
を下回った。
引き続き市民周
知を行い利用増
に努めるととも
に、中止となっ
た場合は予約者
に電話相談窓口
を案内する。

自己分析：
本事業が市民に
ある程度定着し
ているため成果
指標が計画値以
上になったと考
える。引き続き
市民周知を行
い、利用増に努
めたい。

自己分析：
本事業が市民に
ある程度定着し
ているため成果
指標が計画値以
上になったと考
える。引き続き
市民周知を行
い、利用率の維
持に努めたい。

判断理由：
達成度は活動指
標が計画値どお
りであることか
ら、「達成され
ている」、成果
は計画値を上
回っていること
から「少し上
がっている」、
効率性は事業費
に変動がないた
め「変わらな
い」とした。上
記を勘案し、総
合的には一定の
評価ができるも
のと考え、総合
評価は「良好で
ある」とした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
本事業が市民に
ある程度定着し
ているため成果
指標が計画値以
上になったと考
える。引き続き
市民周知を行
い、利用率の維
持に努めたい。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
砂川市内には弁護士事務所がないため、法的な問題を抱える市民に
とっては貴重な相談の機会となっている事業であること、また、総
合評価が「良好である」ことから、「現状のまま継続」すべきと判
断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

12

12

成果指標１
（単位/％）

56.9

59.7

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用率 指標の求め方：実相談数/最大相談件数(72件）

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：実施回数 指標の求め方：実施回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,451,000 1,356,000 1,356,000 4,163,000 1,571,000 1,063,000 4,205,000 1,063,000 1,063,000 1,063,000 1,063,000 4,252,000 12,620,000

1,451,000 1,355,000 1,511,000 4,317,000 1,167,000 2,738,000 0 7,055,000

1,372,000 1,354,290 1,510,130 4,236,420 1,570,939 0 5,807,359

1,451,000 1,356,000 1,356,000 4,163,000 1,571,000 1,063,000 4,205,000 1,063,000 1,063,000 1,063,000 1,063,000 4,252,000 12,620,000

1,451,000 1,355,000 1,511,000 4,317,000 1,167,000 0 2,738,000 0 0 0 0 0 7,055,000

1,372,000 1,354,290 1,510,130 4,236,420 0 0 1,570,939 0 0 0 0 0 5,807,359

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

受講予定の講習
がオンライン開
催となったこと
による、旅費の
減。
３月補正
△79千円

同額 同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

相談体制強化の
ため、講習受講
料分の増。

講習受講料・旅
費の減。

講習受講料・旅
費の増。

人件費・研修費
の増。

消費生活相談を
委託から広域連
携に変更したこ
とによる減。

滝川地方消費者セ
ンター負担金
1,063千円、消費
者協会補助金104
千円

実　績　額 1,570,939

事業費予算の
内容

消費生活相談業
務委託料
1,451千円

消費生活相談業
務委託料
1,355千円

消費生活相談業
務委託料
1,511千円

消費生活相談業
務委託料
1,571千円

事 業 費 合 計 計　画　額 1,571,000

予算計上額 1,571,000

予算計上額 1,571,000

実　績　額 1,570,939

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,571,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

消費生活相談に応じる体制は、平成14年4月に嘱託の市民相談員を廃止した後は職員が対応していたが、消費生活問題の複雑かつ悪質化する状況に対応するため、平成15年度より砂川消費者協会に研修受講費等を補助し専門的知識を持つ消費
生活相談員の育成に努めた。その結果、砂川消費者協会の消費生活相談員が常時相談に対応できる体制が整ったため、平成24年度より同協会に消費生活相談業務を委託した。消費生活相談内容の高度化や相談員の高齢化による人材不足などか
ら、令和7年度からは中空知の広域で連携して運営する滝川地方消費者センターで対応している。砂川消費者協会については、令和7年度からは市民に対する消費者問題の啓発活動等を実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

複雑かつ悪質化している消費生活問題を抱える市民に対し、専門的知識を持つ消費生活相談員に相談する機会を提供す
る。

滝川地方消費者センターで市民の消費生活相談に応じる。相談場所は滝川市役所とし、相談時間は月～金曜日、午前9時
から午後4時までとする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民
消費生活問題を抱える市民が消費生活相談員に直接助言を受けることにより、消費生活問題の解決と未然防止を図るこ
とができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 消費生活相談事業 平成24年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－4－3 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 26 26 26 26 26 26 26 26 26

実績値 20 39 33

計画値 8 8 8 5 5 5 5 5 5

実績値 1 1 2

ほぼ達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止の観点から各
種イベントが中
止となり、啓発
活動及び協会の
ＰＲができな
かったが、今後
も本事業は専門
的な相談員が市
民からの相談に
的確に対応でき
る委託方式で実
施し、市民サー
ビスの維持に努
める。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止の観点から各
種イベントが中
止となり、啓発
活動及び協会の
ＰＲができな
かったが、今後
も本事業は専門
的な相談員が市
民からの相談に
的確に対応でき
る委託方式で実
施し、市民サー
ビスの維持に努
める。

自己分析：
成果指標が計画
値を下回った
が、新型コロナ
ウイルス感染拡
大防止の観点か
ら中止となって
いた各種イベン
トが回復傾向に
あるため、今後
の増加を見込め
る。
今後も本事業は
専門的な相談員
が市民からの相
談に的確に対応
できる委託方式
で実施し、市民
サービスの維持
に努める。

判断理由：
事業の達成度及
び成果ともに高
い評価であるこ
とから、総合的
に「良好であ
る」と評価し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
成果指標が計画
値を下回った
が、消費生活相
談を砂川消費者
協会への委託か
ら広域連携に変
更したことによ
り、砂川消費者
協会は啓発活動
等に専念できる
ため今後の増加
を見込める。
今後も消費者相
談は専門的な相
談員が市民から
の相談に的確に
対応できるよう
に、中空知の広
域で連携して運
営する滝川地方
消費者センター
で対応し、市民
サービスの維持
に努める。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
総合評価が「良好である」ことから、今後の方向性は現状のまま継
続すべきと判断する。
今後も、消費生活相談員の研修参加を支援して相談員のさらなるレ
ベルアップを図りながら、相談員が市民からの相談に的確に対応で
きる委託方式で本事業を実施し、市民の消費生活問題の解決と未然
防止を図っていきたい。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

26

25

成果指標１
（単位/回）

5

3

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：啓発活動回数 指標の求め方：消費者トラブル啓発周知活動回数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：相談受理件数 指標の求め方：消費生活相談を受理した件数


